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データ基準日：2025年4月8日

当ファンドの基準価額下落について

追加型投信／内外／株式

ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド
〈愛称：ロイヤル・マイル〉

本資料は、当ファンドの運用状況について投資家のみなさまにご紹介するために作成したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどに
ついては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。当ファンドの投資対象ファンドの運用は、ベイリー・ギフォード＆カンパニーの
100％子会社であるベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッドが行います。

平素より「ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド」をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。

2025年4月8日、当ファンドの基準価額が前営業日（4月7日）比10％以上の下落となりましたので、ご報告いたします。

■基準価額下落の背景となった市況動向等

4月8日の基準価額に反映される同月4日の米国株式市場は大幅に続落し全面安の様相を呈しました。予想を上

回る雇用統計の発表、中国による報復関税の発動、米連邦準備制度理事会（FRB）のパウエル議長による関税が

経済に与える影響が大きいというコメント、など様々なニュースが交錯する中、関税問題の影響が引き続き嫌気さ

れ、米国株式市場は大幅に下落しました。

■今後の見通しと運用方針

足もとの株式市場の混乱の背景には、米国の関税率の引き上げが世界経済のスタグフレーション（景気停滞と物価

高の同時進行）を招くとの警戒感があります。短期的には、インフレ再燃に伴う景気減速懸念などから株価の変動

性が高まる局面が想定されます。市場が中長期的に落ち着きを取り戻すかは、①米国の追加関税措置とそれに対

する各国の対抗措置が出揃い、米国との貿易協定合意に向けた動きがみられること、②米国の景気減速が鮮明と

なった際のFRBの政策転換（インフレ抑制から景気下支えへ）が焦点になりそうです。

ファンドの基本的な運用方針に変更はありません。今後も市況動向等に十分注意を払い、引き続きコンセプトに沿っ

た運用を継続していく方針です。

設定来の基準価額等の推移

上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、
税金・手数料等を考慮しておりません。

基準価額1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。当ファンドは、表示
期間において分配金のお支払いはありませんでした。
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※市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
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【ファンドの目的】
日本を含む世界各国（新興国を含みます。以下同じ。）の株式等を実質的な主要投資対象とし、主として中長期的な値上がり益の獲得をめざします。

【ファンドの特色】
特色１ 長期の視点で成長が期待される世界各国の株式等に投資を行います。
・外国投資法人であるベイリー・ギフォード・ワールドワイド・ロング・ターム・グローバル・グロース・ファンドの円建外国投資証券への投資を通じて、主として

     日本を含む世界各国の株式等（ＤＲ（預託証券）を含みます。以下同じ。）に投資を行います。また、マネー・マーケット・マザーファンドへの投資も行います。
・投資にあたっては、国や地域、業種、時価総額に捉われずに、個別企業に対する独自の調査に基づき、長期の視点で高い成長が期待される企業の株式
  等に厳選して投資を行います。
特色２ 外国投資法人の運用は、ベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッドが行います。
特色３ 原則として、為替ヘッジは行いません。
   ・原則として為替ヘッジを行いませんので、為替相場の変動による影響を受けます。
特色４ 年１回の決算時（1月25日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。
・分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

●投資信託をご購入の際は、最新の「投資信託説明書（交付目論見書）」および一体となっている「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。これらは三井
住友銀行本支店等にご用意しています。●投資信託は、元本保証および利回り保証のいずれもありません。●投資信託は預金ではありません。●投資信
託は預金保険の対象ではありません。預金保険については窓口までお問い合わせください。●三井住友銀行で取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対
象ではありません。●三井住友銀行は販売会社であり、投資信託の設定・運用は運用会社が行います。●本資料は三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した
受益者様資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
●本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。 

本資料に関するご注意事項等

■ 設定・運用は ■ 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額水準や市況動向等により変更する場合
があります。）

【ファンドの投資リスク】

基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動や為替相場の変動等により上下します。また、組入有価証券等の
発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみな
さまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこと
があります。投資信託は預貯金と異なります。主な変動要因は、価格変動リスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスク、カントリー・リスクです。上記は
主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

【ファンドの費用】 ご購入の際は、投資信託説明書(交付目論見書)でご確認ください。

●購入時［購入時手数料］
購入価額に対して、上限3.30％(税抜 3.00％) 
販売会社が定めます。くわしくは、販売会社にご確認ください。
●換金時［信託財産留保額］ありません。
●保有期間中
［運用管理費用（信託報酬）］
■ファンド：日々の純資産総額に対して、年率1.5895％（税抜 年率1.4450％）をかけた額
■投資対象とする投資信託証券：投資対象ファンドの純資産総額に対して年率0.055％以内（マネー・マーケット・マザーファンドは除きます。）
■実質的な負担：ファンドの純資産総額に対して年率1.6445％程度（税抜 年率1.5000％程度）

      ※ファンドの信託報酬率と、投資対象とする投資信託証券の信託（管理）報酬率を合わせた実質的な信託報酬率です。

［その他の費用・手数料］監査費用、有価証券等の売買委託手数料、投資対象投資信託証券における諸費用および税金等、保管費用、信託事務にか
かる諸費用 等（その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません）

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。
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